Ⅳ　予知情報発令時の対応
1． 予知情報について
平成２３年３月１１日、宮城県

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%A1%E9%B9%BF%E5%8D%8A%E5%B3%B6" \o "牡鹿半島" 牡鹿半島の東南東沖130kmの海底を震源として発生した東北地方太平洋沖地震は、日本における観測史上最大の規模、マグニチュード (Mw) 9.0を記録し、震源域は岩手県沖から茨城県沖までの南北約500km、東西約200kmの広範囲に及び、東日本大震災を引き起こした。この地震の発震機構は、西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で、太平洋プレートと陸のプレートの境界の広い範囲で破壊が起きたことにより発生した地震であった。
大規模地震対策特別措置法により、東海地方を中心とする地域が地震防災対策強化地域
に指定された。それは、日本列島の南側にあり伊豆半島を乗せた「フィリピン海プレート」が、その北西側の日本列島を乗せている陸側のプレートの下に向かって沈み込むプレート境界として駿河湾の海底には駿河湾トラフがあり、このプレート境界を震源域として、近い将来大規模なマグニチュード８程度の地震、すなわち「東海地震」が発生すると考えられているからである。
大規模地震発生のおそれがある東海地震予知情報発表時(警戒宣言発令)における学校と家庭の対応心得は「甲府市地域防災計画・地震対策編」に基づき、甲府市における東海地震に対処するために作成され、児童生徒の生命、身体を地震災害から保護することを目的としている。

　甲府市は、日本列島を横断している地殻変動地帯の中に位置し、地質構造は極めて複雑
で、幾層もの活断層、構造線、破砕帯が交錯している。さらに、本市は北側が山地、南側
が盆地となり地盤上に南北に著しい差異が認められ、地震災害についても大きな差異があると思われる。
　南側低地は軟弱な沖積層が場所により百メートルもおおい、家屋も密集し、液状化による地震災害が集中する。北側山地は堅硬な基盤地盤及び比較的安全な洪積層よりなるため家屋倒壊等の被害は少ないと思われるが、地すべり、山くずれ等の多発が予想される。
　地震発生の場合、ゆれの方向は、地震・地質・地盤の構造によって異なる。避難方法・避難場所も画一的でなく、応急の対策を平常より心得ておく必要がある。
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　平成２３年３月２４日から東海地震に関連する情報が、「東海地震観測情報」から「東海地震に関連する調査情報」へ情報名称を変更され、各情報の危険度が赤・黄・青の「カラーレベル」で示されることとなった。
「東海地震調査情報」カラーレベル　青
　東海地域にあるひずみ計１カ所に異常な変化が現れた場合、気象庁によって、異常が現れたことと東海地震との関連について調査中である情報を発する。
　調査情報の段階では、「今すぐ東海地震が発生する」という状況ではないため、防災上は次の情報発表に注意を呼びかけるものになる。

「東海地震注意情報」カラーレベル　黄

　ひずみ計２カ所で異常な変化が現れてきた場合、判定会が開催され、東海地震の前兆現象の可能性が検討される。前兆現象の可能性が認められた場合、「東海地震注意情報」が発表される。防災上は、東海地震の発生へ備える時期が来たことを意味する。予め、注意情報を受けての防災対策を定めている機関等では準備行動が開始されるが、一般生活での制限もないので、家庭では家族の連絡先の確認等を行いつつ、発表される情報に注意することになる。学校では、警戒宣言発令時の地震防災応急対策を円滑に実施するための準備的措置を講ずるとともに、児童生徒の安全確保等のために必要な対策を段階的に実施することができる。
「東海地震予知情報」カラーレベル　赤

ひずみ計３カ所以上で異常な変化が現れ、「東海地震が発生するおそれがあると認められた場合」に発表されるもので、この情報を受けて警戒宣言が発令される。内閣総理大臣は、「警戒宣言」を発表し、気象庁から「東海地震予知情報」が発表される。学校からの児童生徒の帰宅、鉄道や道路などの交通規制、金融機関等の業務中止など、大地震発生に備え、厳重な警戒態勢に入る。

２．「東海地震に関連する情報」が発表された場合の対応
学校は、地域の特性や学校の実態を踏まえ、学校の設置者、保護者等と協議、連携して、東海地震に関連する情報が発表された場合の生徒の安全確保等に必要な計画を策定するとともに、対策を実施する。
Ⅰ 警戒宣言発令の経路
1 戒宣言発令までの過程（警戒宣言が出されるまでのしくみ）
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　②国から県・市・学校への連絡
　　ア、小・中に対しては、報道機関による報道開始と同時に、所管の同報防災無線　　　　により一斉通報を行なう。
　　イ、市教委は「東海地震注意情報」「東海地震予知情報」の発表、及び「警戒宣言」等の情報を各学校に伝達する。
　　　　連絡文例：○月○日○時○分に判定会が招集されました。
　
③各学校での対応
　　ア、判定会招集の連絡を受けた場合、以下のように対応する。
　　 ・緊急職員会議を短時間開き、今後の行動を再確認する。
　　 ・教科等の授業を学級指導にきりかえる。
　　 ・児童生徒に判定会が招集されたことを伝達する。
　　 ・警戒宣言が発令されたことを想定し、あらかじめ定めた計画にしたがって準備を
　　　 整えておく。
　　イ、判定結果に従い、行動を開始する。
　④判定会招集時の学校の対応措置
　　ア、判定会招集が報道されると、保護者がただちに引き取りに来校する事態が予想される。
　　イ、学校では、判定会招集時は授業（学級指導）を継続し、「東海地震注意情報」「東海地震予知情報」の発表、及び「警戒宣言」が発せられた後に授業を中止して帰宅の措置をとる。
　　ウ、授業終了後でなければ判定会の結論が出ない場合は、放課後の活動を中止，速や
かに下校させる。
　　エ、発令前に保護者が来校し混乱することのないように、学校は平素から保護者に対
　　　　して対応策を徹底しておく。
　　オ、児童生徒が在宅中に判定会招集の報道があった場合は、判定会の結論が出るま
　　　　で在宅する。「東海地震注意情報」「東海地震予知情報」の発表、及び「警戒宣言」が発令された場合は登校しない。
Ⅱ　各情報発表段階での対応
１．「東海地震調査情報」カラーレベル青
東海地震観測情報が発表された場合は

平常時の活動を継続しながら、情報の内容に応じて、続報等を逃さない情報収集・連絡態勢を確保するなど、必要な対応をとる。不十分な情報により児童生徒に不安が生じる恐れがある場合には、情報の内容・趣旨について放送を用いたり、担任、授業担当などが説明したりする
２．「東海地震注意情報」カラーレベル　黄
東海地震注意情報が発表された場合は

授業等を打ち切り生徒の安全確保に必要な対策の準備を開始。
各校の実態で引率集団下校等による帰宅・引き渡し・保護のいずれかを選択する。たとえば、山・崖崩れの発生や液状化等の危険が予想される等、警戒宣言発令後では生徒の安全確保が困難となることが想定される場合は保護者への引き渡しを開始。
引率集団下校等の際に保護者及び代理人の在宅を確認できない場合は、学校で保護する。また、引き渡しの際は、残留の児童が保護者及び代理人に引き取られるまで、学校で保護する。
◎「東海地震注意情報」が発表されたら、臨時休業とする。
◎教職員は「東海地震注意情報」が発表されたら校長の指示に従う。

◎東海地震注意情報が解除されない間は休校

本情報の解除を伝える場合にも「東海地震注意情報」として発表
（１）登下校時
登下校時に「東海地震注意情報」が発表された場合の対策については、各学校が十分検討し、児童生徒及び保護者に対して、避難行動を体得させておくことが大切である。
①登校途上にある時は、自宅または学校へ避難させる。
2 校途上にある時は、自宅または学校へ避難させる。
　（職員は、町別担当個所にただちに配置につき、安全を確認する）


※常日頃から、甲府市の防災放送への関心を高めるとともに、東海地震の情報が発令

　されたときの対応について確認しておく。

※学校は、情報収集に努める。
（２）在校時
　①防災組織
　　災害時においては、児童生徒の生命の安全確保がすべてに優先する。安全のための
　防護、安全のための避難誘導に総力を集めなければならない。そのためには、災害発生
　に対処できる校務分掌を整えると共に、教職員の出張・休暇などの不在時や欠員にも即
　応できる体制が必要である。
　②動員計画
　　ア、「東海地震注意情報」が勤務中に発表された場合
　　・児童生徒を安全に避難誘導させる。
　　・各校においては、帰宅、保護者及び代理人への確実な引き渡し、または保護を選択する。
　　・引き渡し、または児童生徒の帰宅後は、防災組織による自分の配置につく。
　　イ、「東海地震注意情報」が勤務時間外に発令された場合
　　・教職員は、校長の指示に従う。
　③避難誘導
　　ア、対策計画
　　・児童生徒の安全確保を最優先した対策計画であること。
　　・学校の所在する地域の地震防災計画と関連づけること。
　　・児童生徒の行動標準並びに、学校や教師の対処が明確であること。
　　・教職員の個々の分担が明確になっていること。
　　・児童生徒の引き渡し等について保護者に十分理解されている対策計画であること。
　　イ、学校の対応
　　・校長は本部を設置する。
　　・児童生徒全員を避難場所に誘導し、引率集団下校等による帰宅、若しくは保護者及び代理人に確実に引き渡す。
・校長は市教委に避難誘導の状況を速やかに報告する。
・児童生徒を引き渡した後、初期防災活動の配備につく。
　  ウ、教師の対応
　　・ひとつの行動をおこす直前・直後には、人員の掌握、異常の有無を明確にする。
　　・学級担任は本部の指示により、児童生徒を避難場所へ誘導する。
　　・避難・誘導にあたっては、適切・明確な指導と指示により、無用な混乱を避け、
　　　児童生徒の安全確保を図る。避難・誘導の場合は、教師が先頭につく。
　　・防災袋（学級名簿及び笛等）を必ず携行する。
　　・障害を持っている児童生徒への配慮を十分する。
　　・避難場所で、児童生徒を掌握する。
　　・本部の指示により、あらかじめ決められた方法で、集団下校等による帰宅、若しくは児童生徒を保護者及び代理人に引き渡す。
　　・引き渡しにあたっては，一人一人を確実にチェックする。
　　・保護者及び代理人が引き取りに来るまで，児童生徒を保護する。
　  エ、放課後
　　・放課後等で、児童生徒の在校者数が不明の場合が考えられる。このような場合も、避難場所に安全に誘導した後、在校児童生徒の氏名、人数を確認する。
　　・学校の対応、教師の対応については、前項と同じ。
　　オ、学区域外通学の児童生徒については、個々に配慮しておく。

３．「東海地震予知情報」カラーレベル　赤
東海地震予知情報が発表された場合は


授業等を打ち切り、警戒宣言発令時の地震防災応急対策を開始。基本的に、あらかじめ決められた方法で、児童生徒を保護者及び代理人に引き渡す。保護者及び代理人が引き取りに来るまで，児童生徒を保護する。
◎「東海地震予知情報」が発表されたら、臨時休業とする。
◎教職員は「東海地震予知情報」が発表されたら校長の指示に従う。

◎「東海地震予知情報」及び警戒宣言が解除されない間は休校
　　本情報の解除を伝える場合にも「東海地震予知情報」として発表
（１）登下校時
登下校時に「東海地震予知情報」が発表された場合の対策については、各学校が十分検討し、児童生徒及び保護者に対して、避難行動を体得させておくことが大切である。
①登校途上にある時は、自宅または学校へ避難させる。
3 校途上にある時は、自宅または学校へ避難させる。
　（職員は、町別担当個所にただちに配置につき、安全を確認する。）


※常日頃から、甲府市の防災放送への関心を高めるとともに、東海地震の情報が発令

　されたときの対応について確認しておく。

※学校は、情報収集に努める。
（２）在校時
　①防災組織
　　災害時においては、児童生徒の生命の安全確保がすべてに優先する。安全のための
　防護、安全のための避難誘導に総力を集めなければならない。そのためには、災害発生
　に対処できる校務分掌を整えると共に、教職員の出張・休暇などの不在時や欠員にも即
　応できる体制が必要である。
　②動員計画
　　ア、「東海地震予知情報」が勤務中に発表された場合
　　・児童生徒を安全に避難誘導させる。
　　・各校においては保護者及び代理人に確実に引き渡す。
　　・引き渡しまたは児童生徒の帰宅後は、防災組織による自分の配置につく。
　　イ、「東海地震予知情報」が勤務時間外に発令された場合
　　・教職員は、校長の指示に従う。

　③避難誘導
　　ア、対策計画
　　・児童生徒の安全確保を最優先した対策計画であること。
　　・学校の所在する地域の地震防災計画と関連づけること。
　　・児童生徒の行動標準並びに、学校や教師の対処が明確であること。
　　・教職員の個々の分担が明確になっていること。
　　・児童生徒の引き渡し等について、保護者に十分理解されている対策計画であること。
　　イ、学校の対応
　　・校長は本部を設置する。
　　・児童生徒全員を避難場所に誘導し、保護者及び代理人に確実に引き渡す。

・残留の児童は保護者及び代理人が引き取りにくるまで、学校で保護する。
・校長は市教委に避難誘導の状況を速やかに報告する。
・児童生徒を引き渡した後、初期防災活動の配備につく。
　  ウ、教師の対応
　　・ひとつの行動をおこす直前・直後には、人員の掌握、異常の有無を明確にする。
　　・学級担任は本部の指示により、児童生徒を避難場所へ誘導する。
　　・避難・誘導にあたっては、適切・明確な指導と指示により、無用な混乱を避け、
　　　児童生徒の安全確保を図る。
　　・避難・誘導の場合は、教師が先頭につく。
　　・防災袋（学級名簿及び笛等）を必ず携行する。
　　・障害を持っている児童生徒への配慮を十分する。
　　・避難場所で、児童生徒を掌握する。
　　・本部の指示により、あらかじめ決められた方法で、児童生徒を保護者及び代理　　　　人に引き渡す。
　　・引き渡しにあたっては，一人一人を確実にチェックする。
　　・保護者及び代理人が引き取りに来るまで，児童生徒を保護する。
　  エ、放課後
　　・放課後等で、児童生徒の在校者数が不明の場合が考えられる。このような場合も、避難場所に安全に誘導する。
　　・在校児童生徒の氏名、人数を確認する。
　　・学校の対応、教師の対応については、前項と同じ。
　　オ、学区域外通学の児童生徒については、個々に配慮しておく。
Ⅲ　校外指導時
　①宿泊を伴う指導時（移動教室、修学旅行）
　　強化地域の内外を問わず､地元官公署等と事前に連絡をとり､対策本部の指示に従う。
　　計画段階で地元と連絡をとり、地元の対応措置について熟知しておく。また､速やか　に学校と連絡をとり、校長は対応の状況を市教委に報告する。保護者へも周知を図る様に努力する。
　②遠足等の場合、その地の官公署等と連絡をとり、原則として即時帰校の措置をとる。帰校後、児童生徒は在校時と同じ措置をとる。但し交通機関の運行や道路の状況によって帰校することが危険と判断される場合は、その他の官公署等と連絡をとり、その地の対策本部の指示に従う。市教委への報告、保護者への連絡は前項と同様の措置をとる。
Ⅳ　「東海地震注意情報」「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」解除後の連絡等
　①「東海地震注意情報」「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」解除後の情報は、ラジオ・テレビ・市の広報等によって得るものとする。
　②解除後の授業の再開は、校長の指示による。
　　解除後の授業の再開時期は以下のとおり。
　　ア、午前６時以前に解除された場合は、平常通りの授業
　　イ、午前６時以降午前１０時前に解除された場合は午後からの授業
　　ウ、午前１０時以降に解除された場合は、翌日から平常通りの授業
Ⅴ　学校単位での地震・防災に関する教職員の研修
　　以下のように、研修の目的、内容、方法、実施時期を定め研修することが望ましい。
①校及び学区、特に通学路の安全性の検討。
　②「東海地震注意情報」「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」等が出された場合及び地震が発生した場合，防災上とるべき行動指針、情報活動、広報活動、避難方法（避難場所、避難ルート、避難の際の留意事項）通学路の選定と対策。
　③地震防災対策として実施しておかなければならない措置及び現在講じている対策。
　④教職員の役割。
　⑤児童生徒に対する指導。
　　指導の目的、内容、方法（関連教材、道徳、学級活動、児童会・生徒会行事）につい
　　て計画する。
　⑥中学校での応急看護の実践的技能習得学習。
　⑦市防災機関・自治会・ＰＴＡ等との合同研修会
　　研修や対策計画について、作成の段階から近隣の小中学校・市防災機関・自治会・ＰＴＡ等と合同研修会を計画し、連携・協力を深めておく。
Ⅶ　訓練計画
　①「東海地震注意情報」「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」時、地震災害発生時について、多面的想定に基づく訓練を計画的に実施する。
例：授業中（実験、実習の場合も含める）休憩時、放課後、清掃時、登下校時等。
　　②　近隣の小中学校・ＰＴＡ等との合同訓練を計画する。
2 の防災機関・自治会等で実施する総合訓練には、積極的に参加する。
ア，家庭への連絡(例)
平成　　年　月　日
保護者各位
甲府市立○○学校長
○　○　○　○
「東海地震予知情報」の発表、及び「警戒宣言」発令時、
震度５弱以上の地震災害発生時における避難対策について
　火災・風水害・震災等、万一の場合、児童生徒の生命の安全確保のため学校では年間を通し、計画的に避難訓練を実施しております。
　以下は、「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」発令時、震度５弱の地震災害発生時等に児童生徒が学校から安全に帰宅できる方法です。趣旨をご理解いただき、家庭での体制を整えておいてください。
　１．学校での対応
　　①　在校中----------------  迎えに来る。
　　・保護者及び代理人を担任が確認後、直接引き渡す。
4 登下校中-------------  
· 「東海地震予知情報」の発表、及び「警戒宣言」発令
自宅または学校へ避難する。

· 震度５弱以上の地震災害発生

　　学校、自宅、避難場所の３カ所のうち安全に避難できる場所の中で最も近い場所に避難する。
　　・地震災害発生時の家庭でおちあう場所や「警戒宣言」発令時等の対応を決めておく。
　　・通学路を通る。（危険箇所を児童生徒と共に点検、確認しておく。）
　　・通学路が通れない状況の時の通路も家族で約束しておく。
　２．代理人
　　①保護者が迎えに来られない場合を想定し、代理人を指定しておく。
　　②代理人には、親類及び知人を指定する。
　　③児童に代理人はだれか、氏名・顔を確認させておく。
　３．その他
　　①保護者または代理人は、できるだけ早く迎えに来る。（迎えがない場合、学校で保護）
　　②家族の日々の予定を話し合っておく。
　　③迎えに来る時車は使用しない。学校への連絡には、電話は使用しない。
　　④代理人を変更した時は、必ず担任に連絡をする。原則として当日の変更は認めない。
　４．「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」発令後の授業の再開
　　「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」発令が解除されて授業が再開します。

　　ア、午前６時以前に解除された場合は、平常通りの授業
　　イ、午前６時以降午前１０時前に解除された場合は午後からの授業
　　ウ、午前１０時以降に解除された場合は、翌日から平常通りの授業


地震時における児童の引き渡しについて
甲府市立○○学校
　　１．引き渡し方
　　　①地震による被害や「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」が出たら速やかに引き取りに来る。
　　　②原則として保護者に引き渡す。
　　　　保護者に引き渡せない場合は、代理人に引き渡す。
　　　③引き取る時は、担任の了承を得て連れ帰る。
　　　④来校しなければ引き渡さないので、必ず来校する。
　　２．引き渡し場所
　　　①校庭

災害発生の時の保護者との約束
甲府市立○○学校
　　１．学校が火事の場合
　　　①児童生徒は校庭に一次避難後、一斉下校する。
　　２．風水害
　　　①連絡網で連絡してから、一斉下校する。
　　３．地震
　　　①在校中に発生したり、警戒宣言が発令された場合、学校に迎えに行く。

　　　②下校中に発生した場合、自宅か代理人宅、地区の避難場所、学校の３カ所の内安全に避難できる場所に向かう。
イ　「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」発令時における引き渡し訓練(例)
　１．趣旨
　　地域を取り巻く、自然条件や社会的条件等と相まって、自然現象やその他の原因により、多くの生命や身体がそこなわれている。その中でも特に地震災害は人為的に解決しがたいものがある。しかし、最近の科学の進歩により地震予知の可能性が高まってきたので、その地震予知情報を有効に生かして、学校においては児童を安全に帰宅させることがひとつの課題になっている。
　そこで学校の防災計画に基づき、「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」発令時における児童の集団下校訓練、つまり保護者による児童の引き取り、帰宅するまでの訓練を実施することとしている。
このことは「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」発令時においては、児童は保護者の管理下にあるべきであるという前提に立って行われるものである。
　２．日　時　　　　　　平成　年　月　日（　）午前　時　　分　から
　３．想　定
　　　午前　　時　　分（　　校時授業中）、大規模地震発生の「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」が発令されたので、ただちに全児童を校庭に集合させ、保護者または代理人に引き渡す。保護者は帰宅順路の安全を確認しつつ、帰宅する。
　４．訓練の目的
　　①全校児童の生命と身体の安全を第一と考え訓練を行う。
　　②災害時の児童集団下校において、児童生徒一人ひとりが身につけておかなければならない基本的な行動力の訓練の徹底を図ると共に、敏速に避難できる行動力と協力の必要性を養う。
　５．具体的な訓練内容
　　①児童生徒への安全指導
　　　ア、学級担任による地震についての指導
　　　イ、特別教室・屋体・運動場における授業中の対応
　　　ウ、集合時における人員確認方法
　　　エ、引き取り責任者の確認・引き取り方法
　　　オ、集団下校の交通安全
　　　カ、防災ずきんの着用励行
　　②防災点検
　　　階段・昇降口・玄関と避難通路・その他の避難設備の確認、消防用設備の点検
　　③避難時の三原則
　　　ア、私語をしない
　　　イ、勝手な行動をしない
　　　ウ、敏速な行動をとる
　６．訓練の過程の細案（図II－３、図II－４）
ウ「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」発令時における指令・指示の内容(例)
　１．「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」の伝達と指示
　　　担当

　　　　第○校時の授業中ですが、大事な連絡があります。学習を中止して放送を聞
　　　いてください。
　　　　ただ今、大きな地震がおきるかもしれないので、十分注意するように連絡が
　　　ありました。
　　　　特別教室や運動場にいる学級は、先生の指示に従い教室に移動してください。
　　　次の連絡があるまで、静かに待ちなさい。先生方は指示が終わりましたら職員
　　　室に集合してください。
　　　　技能員も給食室に一人を残して、職員室に集合してください。
　２．避難の指令
　　　本部長（学校長）

　　　　先生方と、全校の皆さんに次のことを連絡します。
　　　　○時○分、東海地方を中心に大規模地震発生の「東海地震注意情報」発表の後、

「東海地震予知情報」及び「警戒宣言」警戒宣言が発令されました。
　　　　皆さんは、放送の指示に従い、先生の指導に従って行動してください。
　３．避難行動の指示
　　　担当

1 童の人数を確認して下さい。
2 児童に帰りの支度をさせ、防災ずきんを持たせてください。

3 災袋・防災カードを用意してください。

4 窓を閉めてください。

5 廊下下番号順に整列させ、避難経路に従い、運動場に集合してください。

　４．下校（帰宅）の指令
　　　本部長（学校長）

　　　保護者は、児童の安全に十分注意をはらいながら帰宅してください。
　　　（警戒宣言解除の発令がされたならば、○日○時に登校してください。）
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